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株主各位

第34期定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
個 別 注 記 表
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株主の皆様に提供しております。
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
（2018年１月１日から2018年12月31日まで）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 764,493 714,991 1,505,923 △24,047 2,961,361

当期変動額

新株の発行 416,767 416,767 833,535

剰余金の配当 △102,648 △102,648

親会社株主に帰属
する当期純利益 326,165 326,165

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

当期変動額合計 416,767 416,767 223,517 ― 1,057,052

当期末残高 1,181,261 1,131,759 1,729,440 △24,047 4,018,413

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計その他

有価証券評価差額金
その他の

包括利益累計額合計

当期首残高 10,112 10,112 4,650 2,976,123

当期変動額

新株の発行 833,535

剰余金の配当 △102,648

親会社株主に帰属
する当期純利益 326,165

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △19,415 △19,415 △4,650 △24,065

当期変動額合計 △19,415 △19,415 △4,650 1,032,987

当期末残高 △9,302 △9,302 ― 4,009,110

（単位：千円）
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連結注記表

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称
連結子会社の数
１社

連結子会社の名称
㈱アイ・エス・ピー

２．持分法の適用に関する事項
持分法適用の関連会社の数
１社

持分法適用の関連会社の名称
アイコンサルタント㈱

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
（１）　資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
時価のあるもの
連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は、移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

－ 2 －
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②　たな卸資産の評価基準及び評価方法
a　仕掛品
個別法による原価法
b　商品・貯蔵品
先入先出法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定）

（２）　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）
定率法を採用しております。ただし、1998年４月以降に取得した建物（建物附属設備は

除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法
を採用しております。

②　無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。

③　リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３）　引当金の計上基準
①　貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。

②　工事損失引当金
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において進行中の業務のう

ち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができるものについて、
損失見込額を計上しております。

－ 3 －
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（４）　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。

（５）　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　退職給付に係る会計処理の方法
退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基づき計上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、発生年度に全額を費用処理しております。

②　重要な収益及び費用の計上基準
完成業務収入及び完成業務原価の計上は、工事完成基準を採用しております。

③　消費税等の会計処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

－ 4 －

010_0349810091903.indd   4 2019/02/25   17:05:20



（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額	 1,152,114千円

２．受取手形割引高	 13,692千円
受取手形裏書譲渡高	 8,027千円

３．偶発債務
当社が実施した工事に関連して、2012年８月に60,339千円の損害賠償請求の提起を受け、現在

係争中であります。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数
普通株式	 14,843,600株
（変動事由の概要）
新株予約権権利行使による増加	 1,500,000株

２．配当に関する事項
（１）　配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円） 基準日 効力発生日

2018年３月29日
定時株主総会 普通株式 48,511 3.75 2017年12月31日 2018年３月30日

2018年８月10日
取締役会 普通株式 54,136 3.75 2017年６月30日 2018年９月10日

（２）　�基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる
もの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

2019年３月28日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 54,136 3.75 2018年12月31日 2019年３月29日

（注）2019年３月28日開催の第34期定時株主総会において付議いたします。
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３．�当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる
株式の種類及び数
普通株式	 32,000株

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金の一部をリース債務により調達しておりま

す。資金運用については安全性の高い預金等を中心とし、一部を株式、債券及び投資事業組合出資金
に投資しております。
営業債権である受取手形及び売掛金は、販売管理規程等に従い債権管理を行っており、必要に応じ

て信用調査を行う等、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。また、
投資有価証券は株式、債券及び投資事業組合出資金であり、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財
務状況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
2018年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。
連結貸借対照表計上額

（千円）
時価
（千円）

差額
（千円）

（１）現金及び預金
（２）受取手形及び売掛金
（３）投資有価証券

1,038,014
881,127
331,317

1,038,014
881,127
331,317

―
―
―

資産計 2,250,458 2,250,458 ―
（１）買掛金
（２）未払金
（３）リース債務（※）

186,950
260,294
139,921

186,950
260,294
139,804

―
―

△116
負債計 587,166 587,049 △116

（※）１年以内に返済予定のリース債務が含まれております。

－ 6 －
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（注１）　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産
（１）　現金及び預金、（２）　受取手形及び売掛金

これらはすべて短期間で、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（３）　投資有価証券
株式は取引所の価格によっており、債券は取引金融機関から提示された価格によっております。

負　債
（１）　買掛金、（２）　未払金

これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

（３）　リース債務
元利金の合計額を、信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注２）　�以下については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（３）　投資有価証券」に
は含めておりません。

（単位：千円）

当連結会計年度
（2018年12月31日）

非上場株式 69,400
投資事業組合出資金 264,170

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額	 277.71円
１株当たり当期純利益	 23.20円

－ 7 －
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（企業結合に関する注記）
取得による企業結合
１．企業結合の概要
（１）　被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称：株式会社アイ・エス・ピー
事業の内容：土木測量設計プログラムパッケージの開発、販売

（２）　企業結合を行った主な理由
株式会社アイ・エス・ピーが所有する土木測量設計におけるプログラム等のソフト開発
技術は、当社の生産性の向上やワンストップサービスの拡充等、更なる進化が期待できる
ものであり、技術交流することで高いシナジー効果を得られるものと考えております。本
件株式取得により、当社の持続的成長、企業価値の向上に資するものと考えております。

（３）　企業結合日
2018年10月15日

（４）　企業結合の法的形式
現金を対価とする株式の取得

（５）　結合後企業の名称
株式会社アイ・エス・ピー

（６）　取得した議決権比率
100％

（７）　取得企業を決定するに至った主な根拠
現金を対価とした株式取得により、当社が株式会社アイ・エス・ピーを取得したため、
当社を取得企業としております。

２．連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2018年11月１日から2018年12月31日

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金による支出 100,000千円
取得原価 100,000千円

４．主要な取得関連費用の内容及び金額
デューデリジェンス費用等	 22,000千円

－ 8 －
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５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
（１）　発生したのれんの金額

72,564千円
なお、当連結会計年度末において取得原価の配分が完了していないため、のれんの金額
は暫定的に算定された金額であります。

（２）　発生原因
取得原価が取得した資産及び引き受けた負債に配分された純額を上回ったため、その差
額をのれんとして計上しております。

（３）　償却方法及び償却期間
５年間の定額法による償却

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 92,603千円
固定資産 8,928千円
資産合計 101,531千円
流動負債 74,095千円
負債合計 74,095千円

７．�企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算
書に及ぼす影響の概算額
当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。

８．取得原価の配分
当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能な資産及び負債の特定並びに時価の算

定が未了であり、取得原価の配分が完了していないため、その時点で入手可能な合理的な情報に基
づき暫定的な会計処理を行っています。

－ 9 －
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
（2018年１月１日から2018年12月31日まで）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

特別償却
準備金

固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

当期首残高 764,493 714,493 498 714,991 12,500 3,461 23,818 165,000
当期変動額
新株の発行 416,767 416,767 416,747
剰余金の配当
当期純利益
特別償却準備金の取崩 △2,156
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）
当期変動額合計 416,767 416,767 ― 416,767 ― △2,156 ― ―
当期末残高 1,181,261 1,131,261 498 1,131,759 12,500 1,305 23,818 165,000

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計

利益剰余金

自己株式 株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

その他
利益剰余金 利益

剰余金
合計繰越

利益剰余金
当期首残高 1,303,843 1,508,623 △24,047 2,964,061 10,112 10,112 4,650 2,978,823
当期変動額
新株の発行 833,535 833,535
剰余金の配当 △102,648 △102,648 △102,648 △102,648
当期純利益 351,627 351,627 351,627 351,627
特別償却準備金の取崩 2,156 ― ― ―
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △19,415 △19,415 △4,650 △24,065

当期変動額合計 251,135 248,978 ― 1,082,513 △19,415 △19,415 △4,650 1,058,448
当期末残高 1,554,978 1,757,602 △24,047 4,046,575 △9,302 △9,302 ― 4,037,272

（単位：千円）
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
（１）　有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

②　その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、
売却原価は、移動平均法により算定）
時価のないもの
移動平均法による原価法

（２）　たな卸資産の評価基準及び評価方法
①　仕掛品
個別法による原価法

②　商品・貯蔵品
先入先出法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法
により算定）

２．固定資産の減価償却の方法
（１）　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月以降に取得した建物（建物附属設備は除
く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採
用しております。

（２）　無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。
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（３）　リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
（１）　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）　工事損失引当金
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において進行中の業務のうち、損

失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができるものについて、損失見
込額を計上しております。

（３）　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計

上しております。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異は、発生年度に全額を費用処理しております。

４．収益及び費用の計上基準
完成業務収入及び完成業務原価の計上は、工事完成基準を採用しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

－ 12 －
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（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額	 1,148,039千円

２．受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高
受取手形割引高	 13,692千円
受取手形裏書譲渡高	 8,027千円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）
短期金銭債権	 20,024千円

４．偶発債務
当社が実施した工事に関連して、2012年８月に60,339千円の損害賠償請求の提起を受け、現在

係争中であります。

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業取引による取引高
完成業務原価	 993千円
営業取引以外の取引による取引高	 52千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数　
普通株式	 407,200株
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、未払事業税等であり、繰延税金負債の発生の

主な原因は固定資産圧縮積立金であります。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額	 279.66円
１株当たり当期純利益	 25.01円
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